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研究成果の概要（和文）：個別面接法調査において，面接調査員が回答内容に与える影響を定量的に把握するこ
とで，より質の高いデータを収集するための方法論的改善に貢献することを目的とする。この目的のために，調
査員データを紐付け可能な全国規模の無作為標本による個別面接法調査データを整備し，その分析を行ってき
た。その結果，調査員の性別が男性回答者の回答傾向に，一定の影響を与えている可能性が示された。これらの
知見などについて，研究期間の4年間で，学術書への分担執筆を2本，日本社会学会大会での成果報告を5本行っ
てきた。そして，そこでのコメントも踏まえて，海外の学術誌に査読論文として掲載されることを目指し，論文
執筆を行っている。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to contribute to methodological improvements for 
the collection of higher quality data in interviewer-administered surveys by  understanding the 
impact of interviewers on the content of the responses. For this purpose, a nationwide random 
sampling survey data of interviewer-administered mode to which researcher data can be linked have 
been analyzed. In particular, the analysis of the nationwide random sampling survey data, which was 
also conducted in self-administered mode in parallel with the interviewer-administered survey, 
indicated the possibility that the gender of the interviewers had a certain influence on the 
tendency of male respondents' responses. During the research period, we have written two articles on
 these findings in academic books and presented five academic conference presentations. Now, we are 
writing an article to publish a peer-reviewed paper in an overseas academic journal.

研究分野：社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
男性回答者は男性調査員を前にした時に、地域社会とのつながりに関連する質問に対して、自身のつながりをよ
り強く回答する傾向がみられ、この傾向は他の調査員レベルの変数や回答者レベルの変数をコントロールしても
有意なものであることが確認された。さらに、女性回答者についても男性調査員を前にした時に、日本の経済に
ついてDKNAを回答する傾向もみられた。既存研究では、調査員の性別の効果がみられるのは、ジェンダーに関連
する質問に限られるとされていた。したがって、ジェンダーとは必ずしも関連しない質問において、調査員の性
別の影響を見出した本研究の知見には学術的に重要な意義があると考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
量的な調査票調査のなかでも個別面接法（訪問面接法）は、面接調査員の存在によって、コス
ト面では不利ながらも、調査データの質を担保するとされている。しかし、調査員の存在は調査
データの質にプラスに働くばかりではない。調査員の存在が回答内容に影響することもまた指
摘されている。なかでも、政治や犯罪や性に関するなどのセンシティブな内容の質問項目では、
社会的に望ましくない行為や意見が過小に報告され、社会的に望ましい行為や意見が過大に報
告される傾向、いわゆる「社会的望ましさ」バイアスが、調査員の存在によって強まることが知
られている。本研究代表者である小林も、特に階層帰属意識に焦点を当てて、自記式調査と他記
式調査の比較を行っており、階層帰属意識の回答が自記式調査に比べて他記式調査で高くなる
のは、調査員の存在に起因する偏りが生じているためであることを明らかにしてきた（小林
2015; 歸山・小林・平沢 2015）。 
ただ、調査員の存在によって生じうる回答内容への影響は、必ずしも均質に作用するものでは
ない。調査員の側の差異に注目することも必要である。この点で重要なのが「目に見える調査員
の特徴」（interviewers’ observable traits）の影響に注目した研究である。既存研究においては調
査員の人種や年齢そして性別が、それらの特徴に関わる質問の回答傾向に影響することが報告
されている(調査員の性別に関しては、Kane and Macaulay 1993; Huddy et al.1997など)。 
ただし、調査員の属性間で回答内容に差が観察されたとしても、意識変数ではそのどれが「真
の値」に近く、どれが偏りの生じた結果なのかは、多くの場合なんらかの理論仮説に基づいた解
釈によって推測されるよりなかった。例えば、男性調査員よりも女性調査員に対して男女平等を
より肯定する傾向が見られた場合、女性を前にして男女平等を否定しにくいため肯定的な方向
に回答の偏りが生じると解釈され、男性調査員に対する回答の方がより「真の値」に近いと見な
されるのである。しかし、当然ながらこのような解釈には常にアドホックとの批判がつきまとっ
てきた。 
調査員の違いが回答内容に影響する場合があるのだろうか。そして、何らかの調査員の特徴に
よって回答に偏りが生じているということをアドホックではない方法で説明することはできる
のだろうか。これらの問いが本研究の背景である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は「１．研究開始当初の背景」で提示された問いに対して、個別面接法と留置法
を併用したデータセットを用いて取り組み、調査員のいかなる特徴がどのような質問内容で、ど
のような属性を持った回答者に対して影響を持つのか明らかにすること、そして得られた知見
に基づき個別面接法においてより質の高いデータを得るための方法論的研究に貢献することで
ある。具体的には、調査員が「男性」、調査員が「女性」、調査員が「いない」という 3パターン
の比較が可能になるデータセットを用いることで、調査員の影響がない場合を基準として、調査
員の性別の影響をより適切に捉えることを目指す。自記式と他記式という調査モードの比較に
加え、他記式モードにおける調査員属性データも利用可能な無作為抽出全国調査は、大変めずら
しく、そのようなデータセットを用いた調査員効果の検証の試みは、管見の限り海外にも存在し
ておらず、本研究の最大の学術的独自性と言いうるだろう。 
 
３．研究の方法 
統計数理研究所が 2012 年に実施した「国民性に関する意識動向 2012 年度調査」を用いた。10
年以上前に実施された、この調査を用いる理由は、先述の通り、この調査が面接と留置の 2つの
調査モードで実施されていて、しかも面接調査について、調査員情報を利用することが可能なた
めである。従来の研究では、調査員の性別によって回答傾向に差があっても、男女のどちらへの
回答がより偏っているかは判断が付かず、より「社会的に望ましくない」回答が顕著に観測され
るものが、より偏りが少ないという前提で解釈を行うよりなかった。この点、本研究で用いる調
査データでは、自記式モード、すなわち調査員が介在しない場合の回答傾向と比較することがで
き、この回答傾向をベンチマークとすることで、男性調査員であることが回答内容に影響したの
か、女性調査員であることが回答内容に影響したのか、より説得力のある解釈を行うことが可能
となるのである。したがって、このデータセットを用い、個別面接法調査の男性調査員が面接を
行ったサンプル、女性調査員が面接を行ったサンプル、そして留置調査のサンプルとの比較を行
った。 



 
４．研究成果 
調査員の性別が回答内容に与える主効果および、調査員の性別と回答者の性別の組み合わせ
の効果によって回答内容が影響されるか分析を行った。その結果、男性回答者は男性調査員を前
にした時に、地域社会とのつながりに関連する質問に対して、自身のつながりをより強く回答す
る傾向がみられた。図 1は、地域社会とのつながりに関連する質問の中でも「近所の人とのつき
あいの程度」について、回答者男女別、個別面接法調査員男女別および留置法ごとに分布を示し
たものである。男性回答者が個別面接法調査において、男性調査員に回答した場合に、「挨拶を
かわす程度の顔見知りがいる」と回答する割合は、女性調査員に回答する場合よりも小さくなっ
ている。一方「何かにつけ相談したり助け合ったりするような、深いつきあいの人がいる」の割
合は大きくなっている。「留置」からも乖離していることからは、男性回答者が男性調査員を前
にした時に回答に偏りが生じている可能性が示唆される。 
 

 
これらの傾向について、調査員レベルの変数と回答者レベルの変数を投入した、hierarchical 
generalized linear model (HGLM)を用い（Hox 1994）、さらに検証を行った。その結果、この傾
向は他の調査員レベルの変数や回答者レベルの変数をコントロールしても有意なものであるこ
とが確認された。さらに、女性回答者についても男性調査員を前にした時に、日本の経済につい
て DKNA を回答する傾向もみられた。既存研究では、調査員の性別の効果がみられるのは、ジェ
ンダーに関連する質問に限られるとされていた。したがって、ジェンダーとは必ずしも関連しな
い質問において、調査員の性別の影響を見出した本研究の知見には学術的に重要な意義がある。 
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図 1 回答者男女別、個別面接法調査員男女別および留置法の「近所の人とのつきあいの
程度」の分布 
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